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Ⅰ 国内農業等をめぐる情勢 

１．国会・政府・与党の動き 

◇物価高騰対策 予備費 3.5 兆円支出決定 

〇 政府は９月 20 日、物価高騰対策と新型コロナウイルス医療体制整

備に充てるため、令和４年度の予備費から総額 3 兆 5,000 億円を支出

することを閣議決定した。ガソリンなど燃油補助金を年末まで続ける

資金に 1 兆 3,000 億円を回す他、自治体が新型コロナウイルス対応の

病床確保などに活用できる支援交付金の増額に 8,000 億円を支出する。 

  地方自治体が地域の実情に応じた物価高騰対策を講じる際の財源と

して、新たに「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」

には 6000 億円を措置した。各自治体に推奨する取り組み例として、政

府は高騰する化学肥料から地域資源を活用した肥料への転換を支援す

る対策や、土地改良区での水利施設の電気代高騰への対策などを示し

た。 

  今回の予備費支出に続けて、物価高騰対策などを盛り込んだ総合経

済対策の策定が 10 月に予定されている。 

 

◇会計検査院 政府備蓄米運用見直し提起 

〇 会計検査院は９月 14 日、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の国内対策に

関する検査結果をまとめた。政府備蓄米について、ＴＰＰ枠で輸入し

た量を上回る規模の米を買い入れており、過大な対策になっていると

問題視し、点検・見直しを提起した。 

  野村哲郎農相は９月 16 日の閣議後会見で、「見直さざるを得ない」

との認識を示した。 

 

◇国家戦略特区ＷＧ 民間委員交代 

〇 一般企業による農地取得の特例などを議論する政府の国家戦略特区

ワーキンググループの民間委員が交代し、新たな座長には、企業によ

る農地取得に強い関心を示す中川雅之 日本大学教授が就任した。 
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◇水田活用の直接支払交付金見直し方針 

〇 農水省は９月 29 日、水田活用の直

接支払い交付金の見直しで、交付対象

水田の詳細条件に関する検討方針を

示した。５年間水張りしない農地を交

付対象外とする方針を巡り、水稲を作

付けしなくても、一定期間水張りがで

き、連作障害が発生していない場合は

交付対象とすることを提起した。今

後、見直し内容について、政府・与党

で議論が進められる。 

 

 

◇食料・農業・農村基本法 検証に着手 

〇 農水省は９月 29 日、食料・農業・農村政策審議会を開き、野村哲郎

農相が食料・農業・農村基本法の検証を諮問した。同審議会は諮問を

受け、基本法検証部会の新設を決定した。部会長に東京大学 中嶋康博

教授、委員にＪＡ全中 中家徹会長、日本生活協同組合連合会 二村陸

子常務理事など幅広い有識者が選ばれた。１年ほどで一定の結論をま

とめ、農相に答申を行う。 

 

◇自民党 調査会長・特別委員長人事 

〇 自民党は９月 20 日の総務会で、江藤拓 総合農林政策調査会長を続

投させるなどの調査会長・特別委員会人事を了承した。江藤氏は今後

まとめる総合経済対策や予算、食料安全保障対策の再構築に向けた党

内議論の取りまとめを行う。 

 

◇自民党 野菜振興議員連盟立ち上げ 

〇 自民党の国会議員有志は９月 29 日、野菜振興議員連盟を立ち上げ

た。野菜消費量の減少や生産資材高騰などの課題がある中、国産野菜

の生産や流通、消費を振興する政策の充実を目指す。 

  過去にも同盟の議連があったが、平成 21 年に活動を休止していた。

この度、会長に塩谷立衆議院議員が就任した。 

 

引用：農業新聞 
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２．国内農畜産業の動きについて 

◇水田農業対策をめぐる情勢 

〇 農水省が公表した令和３年産米の相対取引価格（全銘柄平均の出回

り始め～８月平均価格）は、60ｋｇ当たり 12,835 円と、前年比 12％

（1,694 円）安となり、過去 10 年では平成 26 年産米に次ぐ低い水準

であった。産地が主食用米の作付けを過去最

大規模で減らしたが、在庫が多く業務用を中

心に販売が鈍くなった。 

令和４年産米は、産地の概算金引き上げ

に伴い、取引価格も上がる見通し。しかし、

大量の持ち越し在庫による販売進捗への影

響や物価高の消費への影響も懸念されてい

る。 

 

◇８月農業物価指数 資材高騰止まらず 

〇 農水省は９月 30 日、８月の農業物価指数を公表した。平成 27 年を

100 とした農業生産資材価格の指数は 119.5 と、前月比では 0.3％、前

年同月比では 9.8％上回った。前年同月を上回るのは 27 ヶ月連続とな

った。高騰が続く肥料の指数は 144.5 と、前月比では 1.9％、前年同月

比では 38.4％上回り、飼料もさらに高騰が続き、指数は 147.5 と、前

月比では 1％、前年同月比では 21.2％上回った。 

一方、農産物価指数は 98.7 となり、前月比で 0.1％、前年同月比で

0.4％上回ったが、資材高騰分を価格に適切に反映できない状況が続

いている。 

 

３．茨城県の動きについて 

◇茨城県 第３回県議会定例会 令和４年度補正予算成立 

〇 茨城県議会第３回定例会において、新型コロナウイルス感染拡大下

における原油価格・物価高騰への対応などを盛り込んだ 117 億 7500 万

円を追加する一般会計補正予算が可決・成立した。 

  農業関係では、畜産農家を支援する「飼料価格高騰緊急対策事業」

に 3億 2600 万円、たい肥等産業副産物を有効活用するための「資源循

環型農業構造転換緊急対策事業」に 1 億 6900 万円、省エネルギー・省

引用：農業新聞 
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施肥化等を図るための「儲かる産地支援事業」に 1 億 5600 万円、新た

な販売方法の導入等を支援する「販売スタイル転換型農業チャレンジ

事業」に 2,400 万円、県内小麦産地の生産基盤強化を図るための「農

産園芸共同利用施設整備事業」に 1,400 万円を計上した。 

   

４．ＪＡグループの動きについて 

◇ＪＡグループ茨城 資材価格高騰に恒久緩和策を要請 

 〇 ＪＡグループ茨城は９月 29 日、東京・霞が関で野村哲郎農相、葉

梨康弘法相、永岡桂子文部科学相に物価高騰対策と食農教育の改善・

強化を要請した。物価高騰については、幅広い農家を対象に、恒久的

な影響緩和対策を要望した。また、光熱費や医療材料の高騰で、経営

に影響を受ける厚生連病院の支援も求めた。さらに葉梨法相には、外

国人農業従事者の不法就労防止強化も要請した。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 国際情勢について 

１．ＩＰＥＦ交渉入り合意  

〇 アメリカが提唱する新経済圏構想「インド太平洋経済枠組み（ＩＰ

ＥＦ）」の閣僚級会合が９月９日に閉会し、日米など全 14 カ国が正式

交渉を開始することで合意し、「供給網」「貿易」「クリーン経済」「公

正な経済」の４分野で閣僚声明を採択した。 

  交渉では、農産物を含む関税の撤廃・削減は現時点で行われないと

されている一方で、採択された声明では農業分野の協議も明記された。

具体的には「貿易」について気候変動に配慮し、食料安全保障や持続

可能な生産を推進するとした。 

（左から）大臣に要請書を手渡す県厚生連酒井理事長、県中央会八木岡会長 

野村哲郎農相（右） 葉梨康弘法相（右） 永岡桂子文部科学相（右） 
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  今後、農業分野の交渉では、残留農薬規制に関する衛生植物検疫措

置（ＳＰＳ）など食品安全を巡る規制緩和も議題に上る可能性もあり、

動向に注視が必要である。 

 


